
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成３０年 夏号 ０１６号 

発行者：大村 卓司 

住 所：茨木市西太田町5-24 

ＴＥＬ：072‐627‐7116 

ＦＡＸ：072‐623‐4900 

平成３０年６月１８日朝に発生した、震度６弱の大阪北部を震源とする地震で、茨木市は大き

な被害を受けました。 

この地震によりお亡くなりになった方のご冥福をお祈りするとともに、被害にあわれた皆様

に対して、心よりお見舞い申し上げます。 

発災直後より住民の方々の安否確認を最優先に被害状況の把握と被災者に寄り添った対応に、

杉参議院議員と中野府議会議員と共に走り抜くと共に、被災者救済と被害拡大の防止策を、茨木

市に対して要望して参りました。 

復旧復興へは、まだもう少し時間を要しますが、これからも「大衆と共に」の立党精神のまま、

全力で被災者の皆様への対応に取り組んで参ります。 

（抜粋） 

杉参議院議員・中野府議会議員と共に被害状況を調査 

 杉久武参議院議員と中野府議会議員と共に、大きく損壊したマンションを調査し、天井の落ちた個所や水 

漏れした場所の被害状況を確認し、管理組合より「被害が大きいのは共有部分に該当するため、居住者から

徴収している修繕積立金を取り崩し地震保険の保険金と合わせ、借入金も視野に修復していく」「マンショ

ンでは補助金を得て耐震診断を実施できたとしても、次の手立てが難しい、建て替えには財政面や住民同意

などの高いハードルがある。また、耐震対策にしても費用は億単位と膨大になる」などの復旧へ苦悩する課

題もお聞きし、国会においても取り上げました。 

６月２８日 茨木市長に要望書提出 

茨木市議会公明党は、６月２８日福岡茨木市長に対し、発災から１０日が経過し浮かび上がってきた課題

を踏まえ、正確な被害状況の把握の重要性、弱者が置いてきぼりにならないような支援、崩れかけた空き家

の問題や具体的な情報発信の申し入れを行い、要望書を提出致しました。 

 

【要望内容】 

①被災者の自宅再建支援と借り上げを含めた住宅 

の早期確保 

②長期化する避難所生活の環境改善 

③阪急南茨木駅の早期復旧支援  等々 



 

復興支援総合案内（コールセンター）を開設しています。 

地震被害に関する様々な問い合わせを 1か所で受付け、適切な支援につなげる体制として、コールセン

ターと相談機能を併せ持つ「復興支援総合案内」を設置しています。午前9 時から午後 5 時に相談を受

付けていますので、下記のコールセンターへお気軽にお電話ください。 

また、住まいへのお悩みなどの支援として、建築士、弁護士等の専門家による【住宅相談会】【法律相

談会】（無料）などを予約制で開催しています。このコールセンターで予約受付しますので、相談事のあ

る方はご利用ください。（「罹災証明書の有無」などの相談会参加要件はありません。） 

コールセンター電話番号：TEL 072-655-2750 FAX 072-623-3025 

住宅改修支援金 
30 万円以上の改修・復旧費用を要した改修等を

した方 

補助額：改修等に要した経費の１／２を補助（上

限： 10万円ただし、非課税世帯、障害者世帯、

ひとり親世帯は 20 万円） 

所得制限：世帯の総所得金額が 430 万円未満 

居住政策課 TEL655-2755 

転居費用支援金 
被災したことにより市内転居が必要になった方 

【罹災証明が必要】 

被災したことにより必要となった引越費用の１／２

を補助(上限：3 万円 ただし、非課税世帯、障害者

世帯、ひとり親世帯は 5万円) 

所得制限：世帯の総所得金額が 430 万円未満 

居住政策課 TEL655-2755 

ブロック塀等撤去補助金 
道路や公園に面した高さが 80cｍ以上のブロック塀等で、国土交通省の点検ポイントにより厚さ・傾き等

が不適合な状態にあるものの所有者 

道路や公園に面したブロック塀等の撤去に係る費用の一部を補助する。 

補助上限：通学路 30万円、その他 20 万円 

[手続書類]申請書、概略図、見積書（請求書）、領収書、撤去前後の写真、ブロック塀の所有者であること

がわかる書類等 

建設管理課 TEL 620-1650 

木造住宅の耐震に係る補助 
平成 12年（解体は昭和56 年）５月 31 日以前に

建築確認を受け建設された木造住宅 

耐震診断、耐震改修及び解体に対し、その費用の一

部を補助しています。 

耐震改修及び解体には所得制限（課税所得 507万円

未満）があります。 

居住政策課 TEL655-2755 

市税の減免・納税猶予 
地震により多額の出費を要した方 

被害を受けられた状況により市税の減免や納税を

猶予（分割納付）できる場合がありますので、問

い合わせ先までご相談ください。 

①市民税 

②固定資産税（減免は半壊以上が対象） 

③納税猶予 

①市民税課 TEL:620-1614 

②資産税課 TEL:620-1615 

③収納課 TEL:620-1616 

民有地緑化の助成 
ブロック塀等を撤去した跡に、生垣等を設置する方 

設置費用の一部を補助します。必ず、工事着工前に

ご相談ください。 

農とみどり推進課 TEL620-1622 

詳しい内容は、広報いばらき地震対策特別版をご

覧頂くと共に、各受付窓口へご確認下さい。 

広報いばらき 地震対策特別版 より 抜粋 


